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◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
〇第 13 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名  徳山下松港下松地区桟橋

（－19ｍ）上部等工事（以下、「
工事」という）（電子入札対象案
件）（電子契約対象案件）
 徳山下松港下松地区桟橋
（－19ｍ）上部等工事（その２）
（以下、「工事」という）（電子
入札対象案件）（電子契約対象案
件）

 工事場所 工事 山口県下松市東海岸通
り地先（連続炭素繊維床版結
合・緊張場所、ＲＣ床版製作
場所、撤去材仮置場所：山口
県下松市新川４丁目４番下松
第１埠頭）
工事 山口県下松市東海岸通
り地先（連続炭素繊維床版結
合・緊張場所、ＲＣ床版製作
場所、撤去材仮置場所：山口
県下松市新川４丁目４番下松
第１埠頭）

 工事内容 工事 上部工 １式
舗装工 １式
付属工 １式
構造物撤去工 １式
仮設工 １式

工事 上部工 １式
舗装工 １式
付属工 １式
構造物撤去工 １式
仮設工 １式

なお、詳細は入札説明書を参照すること。
 工期 工事 契約締結日から令和６年３

月19日までとする。
工事 契約締結日から令和５年12
月20日までとする。

 本工事においては、競争参加資格確認申請
書（以下「申請書」という。）、競争参加資格
確認資料（以下「確認資料」という。）及び技
術提案書等の提出、入札等を電子入札システ

ムで行う。なお、電子入札システムによりが
たいものは、発注者の承諾を得て紙入札方式
に代えることができる。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。
 本工事は、入札時に「上部工におけるコン
クリートの品質向上に資する施工上の工夫に
関する技術提案」及び「床版据付作業の効率
化及び床版据付精度向上のための施工上の工
夫に関する技術提案」を受け付け、価格以外
の要素と価格を総合的に評価して落札者を決
定する総合評価落札方式「技術提案評価型Ｓ
型」の適用工事のうち、品質確保のための体
制その他の施工体制の確保状況を確認し、施
工内容を確実に実現できるか否かを審査し、
評価を行う施工体制確認型総合評価方式の試
行工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価落札方式の提案範囲を
除く。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。
 本工事の入札において、予算決算及び会計
令（昭和22年勅令第165号）（以下「予決令」
という。）第85条に基づく調査基準価格（令和
３年４月１日から適用される積算基準に準じ
た端数処理を行う。以下「調査基準価格」と
いう。）を下回る金額で持って応札が行われた
場合は、不当廉売の疑いがあるものとして公
正取引委員会に報告することがある。
 本工事は、当局が設定する調査基準価格を
下回る価格で入札を行った者のうち、その者
の申込みに係る価格の積算内訳が当局が定め
た基準を満たさないもの等に対して特別重点
調査を実施する工事である。（入札説明書参
照）

 本工事は、申請書、確認資料及び技術提案
書等を提出した者に対し、見積参考資料（金
抜き設計書）を開示する試行工事である。
 本工事は、主任技術者又は監理技術者を専
任で補助する技術者（以下、専任補助者とい
う。）を配置することで、現場経験の少ない若
手技術者の育成を図る「若手技術者登用促進
型」の試行工事である。なお、専任補助者の
配置については、申請書の提出者が選択でき
るものとする。
 本工事は、発注者が想定する標準工程を提
示する試行工事である。
 本工事は、公告時に発注者が想定している
概略工程表を開示する試行工事である。なお、
本試行の効果の検証に関するアンケート調査
に協力するものとする。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、「若手技術者を配置」、「働き易い
職場環境の整備」及び「担い手育成活動を実
施」について、成績評定で評価する工事であ
る。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正の試行工事の対象とし、日最高気温の
状況に応じた現場管理費の補正を行う対象工
事である。
 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価方式）」、契約
締結後に「積算の内訳」を示す資料を公表す
る工事である。「積算の内訳」については、
契約後に適宜、中国地方整備局のホームペー
ジにより公表する。
 本工事は、港湾建設業等における労働賃金
改善に関する取組みを促進するための「労務
費見積り尊重宣言」促進モデルの試行工事で
ある。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、受発注者間の業務の効率化を目
的とした工事書類簡素化、集約化の試行工事
である。
 本工事は、電子納品物検査支援システムを
使用したオフライン方式による電子検査の試
行工事である。

 本工事は、特記仕様書の参考資料として、
工程に関する施工条件や関係機関との調整等
の懸案事項となる案件に関する対応等を一覧
できる「チェックリスト」の明示を行う試行
工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム（以
下「ＣＣＵＳ」という）の普及促進を図るＣ
ＣＵＳ活用モデル工事である。
 本工事は、国土交通省が行う「海外インフ
ラプロジェクト技術者認定・表彰制度」にお
いて、認定又は表彰された工事実績を企業の
同種工事の施工実績及び技術者の同種工事の
施工経験として評価する工事である。
 本工事は、港湾建設業等における取引事業
者全体での付加価値の向上や適正な転嫁を進
める環境整備を促進し、港湾建設業等におけ
る海洋土木工の担い手を確保するため、受注
者（元請企業）及び下請企業が「港湾工事パー
トナーシップ強化宣言」を行い、下請契約を
締結する受注者に対し、現場管理費率を割増
し、下請企業への波及効果を検証する「諸経
費検証モデル」の試行工事である。

２ 競争参加資格
本工事の一般競争入札に参加するためには
からに示す要件をすべて満たさなければなら
ない。
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体、経常建設共同
企業体又は単体有資格業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 中国地方整備局（港湾空港関係）における
港湾土木工事に係る令和３・４年度一般競争
参加資格の決定を開札の時までに受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、当該地
方整備局副局長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再決定を受けているこ
と。）。
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